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研究要旨 

20 歳未満での喫煙や飲酒の開始は、青少年期から将来の健康や社会生活に影響を及ぼ

す。本研究は 20 歳未満の喫煙及び飲酒の状況や喫煙及び飲酒行動開始と関係する要

因、受動喫煙の状況を把握し、関連する環境要因等の改善に資する施策やその費用対効

果等を検討することを目的に、以下の３つの柱で研究を実施した：柱 1．中高生の喫煙

及び飲酒行動、受動喫煙の実態把握、柱 2．18～20 歳の喫煙及び飲酒行動の実態把握、

柱 3．20 歳未満の喫煙及び飲酒を防止する有効な施策の検証。 

 柱 1 は、学校の中高生全国調査への協力意向や、学校が調査に参加しやすい要件を明

らかにすることを目的に、全国から中学校 2000 校、高等学校 1000 校を無作為抽出し、

令和 5 年 11月から令和 6 年 1 月に学校調査を実施した。対象校は、回答時間が短い調

査票サンプルを提示する群（以下、短縮調査群、中学校 1000 校、高等学校 500 校）、従

来通りの詳細な調査票サンプルを提示する群（以下、詳細調査群、中学校 1000校、高

等学校 500校）の 2 群に無作為に割り付けて調査を実施した。中学校 450 校（短縮調査

群 220 校、詳細調査群 230 校）、高等学校 207 校（短縮調査群 87 校、詳細調査群 120

校）から回答を得た。短縮調査群と詳細調査群において中高生全国調査へ協力する意向

に差は認めなかったが、調査に協力できる要件の１つとして、特に詳細調査群で、「短

時間で回答できること」が挙げられており、短縮版での中高生全国調査の実施はより多

くの学校の協力が得られる可能性が示唆された。また、98%の学校がウェブで調査を実

施できると回答していた。本結果を受けて、健康日本 21（第三次）のベースライン値を

提供するための令和 6年度中高生全国調査は、ウェブ回答方式、短縮版で実施する方針

とした。一方、短縮版の調査では、中高生の喫煙及び飲酒行動開始と関係する要因や、

受動喫煙の状況等を把握することができず、施策に反映することができないため、詳細

な調査項目を含む中高生全国調査も望まれる。そこで、令和 7 年度に詳細な調査項目を

含む中高生全国調査（詳細版）を実施することとした。 

柱 2 は、本年度は、既存資料を用いて 18～20歳の喫煙率や飲酒率の実態を把握する

方法について検討を行った。その結果、[1]娯楽と生活習慣に関する調査（2019年 4 月

実施、18～24 歳対象、訪問面接調査）、[2]鳥取・島根の事業者健診データ（2023年 12

月まで、事業者健診対象者）の２つの既存資料を用いる方針で、準備を進めた。令和 6

年度は、データの整理、分析を行い、18～20歳の喫煙率や飲酒率を算出する。令和 7 年

度は、柱 1の中高生全国調査（短縮版）の結果と合わせて、20 歳未満の年齢別の喫煙率

と飲酒率を評価する。 
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Ａ．研究目的 

 20歳未満での喫煙や飲酒の開始は、青少

年期から将来の健康や社会生活に影響を及

ぼす。健康日本 21（第三次）、たばこの規

制に関する世界保健機関枠組み条約、アル

コールの有害な使用を低減するための世界

戦略において、青少年の喫煙及び飲酒行

動、受動喫煙の実態や取り巻く社会環境の

定期的なモニタリングが求められている。

1996年以降実施してきた学校ベースの中高

生の喫煙及び飲酒行動に関する全国調査

（以下、中高生全国調査）によると、わが

国の中高生の喫煙率や飲酒率は改善してき

た（Osaki Y et al., 2008、2009）。一

方、中高生の喫煙率や飲酒率は目標値 0％

を達成していない、高校卒業から 20歳ま

でに喫煙や飲酒を開始する要因がある、現

在中高生で喫煙や飲酒行動がある者は不健

康な生活習慣が集積しやすい集団である

（Fujii M et al., 2021）、新型タバコ等

新たな製品出現による中高生の喫煙や飲酒

への影響が懸念される（Kuwabara Y, et 

al. 2020）といった課題がある。 

本研究は 20歳未満の喫煙及び飲酒の状

況や喫煙及び飲酒行動開始と関係する要

柱 3 は、20歳未満の喫煙及び飲酒を防止することを目的とした介入研究について、こ

れまで行われた系統的レビューの調査を行った。喫煙については、近年系統的レビュー

が行われており、新たに系統的レビューを行う意義が低いことが示唆された。飲酒につ

いては、家庭での予防プログラムは 2019 年に系統的レビューが行われているが、学校

での予防プログラムは近年の系統的レビューがないため、学校での予防プログラムにつ

いて、今後系統的レビューを行うことは意義があることが確認された。令和 6年度は、

日本で実装可能な施策の観点から、社会レベルの施策も含め、検証する優先度の高い施

策の検討と文献調査を行い、日本で実装可能な施策の効果量や施策を展開する上での留

意点を示すための資料を収集する。 
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因、受動喫煙の状況を把握し、関連する環

境要因等の改善に資する施策やその費用対

効果等を検討することを目的に、以下の 3

つの柱で研究を計画した。 

 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

新たな試みとして、以下の 3段階で調査

を実施する。 

令和 5年度 全国学校調査 

令和 6年度 中高生全国調査（短縮版） 

令和 7年度 中高生全国調査（詳細版） 

 

令和 6年度中高生全国調査（短縮版）

は、回答時間を短縮し、学校の調査に参加

する負担を軽減するため、調査項目を健康

日本 21（第三次）の指標を算出するための

11項目に絞った調査である。しかし、短縮

版の調査項目のみでは中高生の喫煙及び飲

酒行動の開始に関連する社会環境や受動喫

煙の実態といった対策を検討するために必

要な結果が得られないため、令和 7年度に

詳細な調査項目を含めた中高生全国調査

（詳細版）を計画した。 

 青少年の喫煙及び飲酒行動について周期

的なモニタリングが求められている一方、

時代の変化等により、中高生全国調査へ学

校の協力が得られにくい現状がある。そこ

で、令和 5年度全国学校調査は、学校の中

高生全国調査への協力の意向、学校が調査

に参加しやすい要件を明らかにする目的で

実施した。令和 5年度全国学校調査の結果

を元に、令和 6年度中高生全国調査（短縮

版）、令和 6年度中高生全国調査（詳細

版）の実施方法を検討する。 

 

柱 2．18～20歳の喫煙及び飲酒行動の実態

把握 

18～20歳を対象に含む既存の調査を用い

て 18～20歳の喫煙率と飲酒率を推計し、

中高生全国調査（短縮版）の結果と合わせ

て、令和 7年度に 20歳未満の年齢別の喫

煙率と飲酒率を評価する。令和 5年度は、

18～20歳を対象に含む既存調査を用いた、

18～20歳の喫煙及び飲酒の実態の分析方法

の検討を進めた。 

 

柱 3．20歳未満の喫煙及び飲酒を防止する

有効な施策の検証 

20歳未満の喫煙及び飲酒の防止に有効な

施策に関する文献のレビューを行い、文献

レビューから得た 20歳未満の喫煙及び飲

酒を防止する有効な施策のうち、日本で実

装可能な施策、文献の報告値から実装した

場合の効果量、施策を展開する上での留意

点を令和 7年度に明らかにする。令和 5年

度は、文献レビューの準備と予備調査を行

った。 

 

Ｂ．研究方法 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

 本研究は、学校を対象としたアンケート

調査である。2023年版全国学校総覧に掲載

されている中学校、高等学校から、中等教

育学校と定時制・通信・専科・別科の高等

学校以外の中学校 2000校、高等学校 1000

校を無作為に抽出し、本研究の対象校とし

た。 

全国から無作為抽出した中学校と高等学

校を、それぞれランダムに 2群に割り付

け、一方回答時間が短い調査票サンプルを
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提示する群（以下、短縮調査群、中学校

1000校、高等学校 500校）、もう一方を従

来通りの詳細な内容の調査票サンプルを提

示する群（以下、詳細調査群、中学校 1000

校、高等学校 500校）とした。短縮調査群

は、調査項目が 10項目程の生徒調査票サ

ンプルを、詳細調査群には調査項目が 70

項目程の生徒調査票サンプルを紙とウェブ

回答画面上で閲覧してもらい、アンケート

用紙に回答してもらった。本調査は、令和

5年 11月から令和 6年 1月まで実施した。  

（倫理面への配慮） 

 本研究は、学校を対象として、新たに情

報を取得するアンケート調査研究であり、

取得する情報に要配慮個人情報は含まれて

いない。調査協力依頼文に、本研究につい

ての説明を記載し、学校調査票の返送をも

って、調査への同意とみなした。研究計画

は、鳥取大学医学部倫理審査委員会で審査

され、承認された。 

 

柱 2．18～20歳の喫煙及び飲酒行動の実態

把握 

 既存資料を用いて、18～20歳の喫煙率や

飲酒率の実態を把握する方法について検討

を行った。その結果、以下の２つの既存資

料を用いる方針で準備を進めた。 

[1]娯楽と生活習慣に関する調査（2019年

4月実施、18～24歳対象、訪問面接調査） 

[2]鳥取・島根の事業者健診データ（2023

年 12月まで、事業者健診対象者） 

 結果は、令和 6年度報告書にて報告す

る。 

（倫理面への配慮） 

 [1]は無記名調査であり、久里浜医療セ

ンター倫理審査委員会で審査され、承認受

けて実施された。[2]は要配慮個人情報を

含まないデータの提供を受ける研究であ

り、研究計画は、鳥取大学医学部倫理審査

委員会で審査され、承認された。 

 

柱 3．20歳未満の喫煙及び飲酒を防止する

有効な施策の検証 

 令和 5年度は、20歳未満の喫煙及び飲酒

を防止することを目的とした介入研究につ

いて、これまで行われた系統的レビューの

調査を行った。 

（倫理面への配慮） 

公開データベースを使用した研究であ

り、該当しない。 

 

Ｃ．研究結果 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

 中学校 450校（短縮調査群 220校、詳細

調査群 230校）、高等学校 207校（短縮調

査群 87校、詳細調査群 120校）から回答

を得た。学校調査への回答率は、中学校短

縮調査群 22%、中学校詳細調査群 23%、高

等学校短縮調査群 17%、高等学校詳細調査

群 24%であった。学校調査の回答率は、中

学校は短縮調査群と詳細調査群の群間差を

認めず（p value=0.592）、高等学校は詳

細調査群の回答率が高い結果であった（p 

value=0.010）。 

 

(1)中高生全国調査への協力意向 

 今後の中高生調査へ協力意向があると回

答した学校は、中学校 137校（短縮調査群

76校、詳細調査群 61校）、高等学校 70校

（短縮調査群 32校、詳細調査群 38校）で

あった。中学校、高等学校とも、生徒調査
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へ協力意向がある割合は、短縮調査群と詳

細調査群で差は認めなかった（中学校 p 

value=0.184、高等学校 p value=0.457）。 

 

(2)ウェブで回答できる環境の有無 

 ウェブで回答できる環境の有無について

は、今後の中高生全国調査へ協力意向があ

る学校のうち、「ウェブで回答できる」と

回答した学校は中学校 134校、高等学校 68

校、「紙と鉛筆での回答が良い」と回答し

た学校は中学校 3校、高校 1校であった。 

 

(3)調査へ協力できない/できる理由 

今後の中高生全国調査に協力できないと

回答した学校が協力できない理由は、「多

忙のため」「調査物が多い」「質問の内容

が不適切」等であった。 

中高生全国調査に協力できると回答した

学校の意見としては、「アンケート協力に

問題はない」「アンケートが活用されるの

であれば協力したい。結果を教育に活用し

たい。」等であった。 

中高生全国調査に協力できる条件につい

ては、「ウェブ等インターネットを利用し

た回答」「質問内容の変更」「短時間で回

答できること」等であった。 

 

(4)調査へ協力できる/できない学校の比較 

 中高生調査へ協力意向がある学校とない

学校の特徴を比較したところ、中学校、高

等学校ともに、生徒数が少ない学校の方

が、協力できると回答していた。協力でき

ると回答した学校において、高等学校では

「ICT教育の取り組みをしている」の割合

が高かったが、その以外の学校要因につい

ては差を認めなかった。 

 

(5)健康リスク行動に対する健康教育 

 健康リスク行動の内容別、前年度の健康

教育の実施割合は、中学校では薬物

97.1%、ネット・ゲーム 89.4%、性感染症

89.1%、タバコ 86.1%、お酒 82.6%、高等学

校では薬物 92.7%、ネット・ゲーム

82.5%、性感染症 80.6%、タバコ 61.3%、お

酒 61.3%であった。 

 

柱 3．20歳未満の喫煙及び飲酒を防止する

有効な施策の検証 

 青少年の喫煙を防止することを目的とし

た介入研究に関するシステマティックレビ

ューは 8編報告されていた。介入のカテゴ

リーは、家庭での予防プログラム、学校で

の予防プログラム、個人への介入プログラ

ム、禁煙プログラム等があり、近年システ

マティックレビューが行われていた。 

青少年の飲酒を防止することを目的とし

た介入研究に関するシステマティックレビ

ューは 5編報告されていた。介入のカテゴ

リーは、家庭での予防プログラム、学校で

の予防プログラム、複数要素への介入プロ

グラムの３つに分けられた。 

 

Ｄ．考察 

柱 1．中高生の喫煙及び飲酒行動、受動喫

煙の実態把握 

 中学校や高等学校の中高生全国調査への

協力意向、学校が調査に参加しやすい要

件、調査項目数が少ない調査の学校協力率

向上効果、協力意向がある学校の特徴、を

明らかにするために、全国から無作為抽出

した中学校と高等学校を対象に、短縮調査

群と、詳細調査群の 2群にランダムに割り
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付け、学校調査を実施した。その結果、短

縮調査群と詳細調査群で中高生全国調査へ

協力する意向に差は認めなかったが、調査

を実施できる条件として、特に詳細調査群

で、「短時間で回答できること」が挙げら

れており、短時間で回答できる短縮版での

中高生全国調査の実施はより多くの学校に

協力してもらうために必要であると考えら

れた。また、ほとんどの学校が中高生全国

調査の回答をウェブで行うことができると

回答し、生徒調査に協力する条件としても

ウェブでの回答が多数挙げられた。本年度

学校調査の結果を受けて、健康日本 21（第

三次）のベースライン値を提供するための

令和 6年度中高生全国調査は、ウェブ回答

方式での短縮版で実施する方針とする。一

方、短縮版の調査では、中高生の喫煙及び

飲酒行動開始と関係する要因や、受動喫煙

の状況等を把握することができず、施策に

反映することができないため、詳細版での

中高生全国調査も望まれる。 

 

柱 3．20歳未満の喫煙及び飲酒を防止する

有効な施策の検証 

 喫煙については、近年システマティック

レビューが行われており、新たにシステマ

ティックレビューを行う意義は低いことが

示唆された。飲酒については、家庭での予

防プログラムは 2019年にシステマティッ

クレビューが行われているが、学校での予

防プログラムは近年のレビューがないた

め、学校での予防プログラムについて、今

後システマティックレビューを行う意義が

あると確認された。引きつづき、日本で実

装可能な施策の観点から、社会レベルの施

策も含め、検証する優先度が高い施策の検

討と文献調査を行い、日本で実装可能な施

策の効果量や施策を展開する上での留意点

を示す資料を収集する。 

 

Ｅ．結論 

 令和 5年度は、柱 1：学校調査、柱 2：

既存調査を用いた 18‐20 歳の喫煙及び飲

酒の実態の分析方法の検討、柱 3：20歳未

満の喫煙や飲酒を予防する施策に関する文

献レビューの予備調査を行った。柱 1：学

校調査の結果を元に、健康日本 21（第三

次）の評価指標を提供するため、令和 6年

度は調査項目を絞った短縮版での中高生全

国調査をウェブ回答方式中心に実施するこ

ととする。一方、中高生の喫煙及び飲酒行

動開始と関係する要因や、受動喫煙の状況

等を把握し、施策へ反映するために、詳細

版での中高生全国調査が必要である。そこ

で、令和 7年度に、中高生全国調査詳細版

を実施する方針とする。柱 2や柱 3で得ら

れた結果は、令和 7年度中高生全国調査詳

細版の調査項目に反映させ、20歳未満での

喫煙や飲酒行動開始に関連する環境要因等

の改善に資する施策やその費用対効果等の

検討に用いる。 
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